
（平成２１年２月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 13 件

国民年金関係 9 件

厚生年金関係 4 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 40 件

国民年金関係 19 件

厚生年金関係 21 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 1031 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 48 年２月及び同年３月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年２月及び同年３月 

    申立期間が未納であるということが、年金請求時の事前通知で初めて分か

った。この期間の保険料については、出入りのＡ銀行（現在は、Ｂ銀行。以

下同じ。）Ｃ支店の担当者に納付を頼んだはずであるので、納付があったこ

とを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は２か月と短期間であり、申立人は国民年金保険料の前納制度を数

多く利用している上、平成 10 年７月からは国民年金基金に加入しており、年

金への関心及び保険料の納付意識が高かったことがうかがわれる。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年６月に払い出されている

ことから、申立期間については、保険料の過年度納付が可能な期間であり、Ｄ

市では、申立期間当時、過年度保険料の納付書を発行し、過年度保険料の督促

もすることはあったとしている。 

さらに、申立人は申立期間の保険料をＡ銀行Ｃ支店の担当者を通じて納付し

たとしているところ、Ｂ銀行は、申立期間当時、Ａ銀行Ｃ支店で保険料の納付

は可能であったとしており、申立人の主張と一致していることから、申立人は、

過年度納付書により金融機関で保険料を納付したものと考えられる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1032 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年７月から 49 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45 年７月から 49 年３月まで 

    Ａ市在住時、夫の兄の妻（以下「義姉」と言う。）に勧められて昭和 45

年７月ごろから国民年金保険料を納付し始めた。２か月ごとに集金人（40

代女性）が来ていた。その都度、1,000 円ぐらいを納付していた記憶がある。

49 年３月にＢ市へ転居したが、Ａ市で国民年金に加入していたので、引き

続き集金人が来るものと思っていた。その年の秋ごろ、団地の人が国民年金

制度の説明に来て「加入されますか。」と聞かれたので、とりあえず新しく

国民年金に加入してしまった。役所のやることなので間違い無いと信じてい

た。納付の事実を確認できる領収書等は残っていないが、確かにＡ市で保険

料を納付していたので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 45 年７月ごろ、近くに住む申立人の義姉から国民年金の任

意加入を勧められ、義姉の知人であった集金人に加入手続を行い、当該集金人

に保険料を納付していたとしている。この点については、その当時、Ａ市では、

婦人団体が納付組織として保険料を集金していたこと、及び納付組織が適用資

格関係の書類の取り次ぎ業務を行っていたことが確認でき、申立人の説明と符

合する。 

また、申立人の義姉は、昭和 45 年７月ごろは厚生年金保険被保険者であっ

たが、46 年７月の厚生年金保険脱退と同時に国民年金に任意加入し、以後、

保険料を完納しており、申立人に任意加入を勧めたとする当時にも、任意加入

制度への理解が高かったものと推認される。 

さらに、申立人の友人夫婦は、申立期間当時、申立人から、国民年金に加入

して保険料を納付しているとの話を聞いていたと証言しており、上記の点も踏



まえると、申立期間当時に、任意加入の手続を行い資格取得していたとする申

立人の主張には、信ぴょう性が認められる。 

加えて、社会保険庁の記録により申立人が国民年金の資格を取得したとされ

る昭和 49 年 11 月以降、申立人は、60 歳到達月の前月までの保険料をすべて

納付しており、保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1033 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年１月から同年３月まで 

    私は、申立期間当時、国民健康保険料等納付すべきものすべてについて、

毎月、公民館で、居住していた町内組織に現金で納付していた。国民年金保

険料についても、同時に納付していたはずであり、申立期間の３か月の保険

料が未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間 326 か月のうち、申立期間の３か月を除く 323

か月の保険料をすべて納付している。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期等の記録から、申立人の国

民年金加入手続は昭和 51 年２月ごろに行われたものと推認される。このこと

から、申立人は、その夫が 51 年２月 20 日に厚生年金保険被保険者資格を喪失

した直後に、国民年金の加入手続を行ったものと考えられる上、その後の強制

加入と任意加入の資格種別変更手続も適切に行われており、申立人の国民年金

制度への理解及び保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

さらに、社会保険庁の記録では、上記 323 か月の国民年金保険料の納付のう

ち、過年度納付として記録されている期間は１か月（平成 13 年１月分）のみ

であり、申立期間の前後の期間の保険料は、すべて現年度納付されていること

から、申立期間の３か月の保険料のみ未納としたとするのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1034 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39 年２月から 40 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年２月から 40 年 12 月まで 

    私は、昭和 38 年 10 月に婚姻し、同年 11 月ごろ、夫と一緒にＡ市役所で

国民年金の加入手続を行った。保険料は、夫が私の分を一緒に納付しており、

私だけ未納となっているのは納得できない。申立期間について、特例納付を

した記憶も無く、保険料を還付された記憶も無いので、納付があったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁の記録では、申立人及びその夫の国民年金手帳記号番号の払出日

は、申立人が昭和 42 年５月、その夫が 38 年 11 月と記録されており、この記

録に基づけば、申立人は、42 年５月ごろに初めて国民年金の加入手続を行っ

たことになる。 

しかし、社会保険庁の記録では、申立人は、上記の国民年金加入手続時期を

基準とすれば、時効により保険料を納付することができない期間に該当する昭

和 38 年９月から 39 年１月までの保険料を納付したことが確認できるほか、当

該期間の保険料が特例納付されたことを示す記録も見当たらない。このことか

ら、申立人が主張するとおり、申立人はその夫と同時期（昭和 38 年 11 月ごろ）

に加入手続を行い、上記期間の保険料を、その当時に納付したものと考えるの

が自然であり、申立人の夫が、申立期間の保険料を現年度納付したことが確認

できることから、申立人も同様に、現年度納付していたものと推認できる。 

一方、社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）で

は、申立期間の国民年金保険料が、「徴収決定外誤納」との事由により、昭和

51 年９月に還付決定されたことが記載されており、還付整理簿でも、同様に



還付決定され同年 11 月に還付金が支払われたことが記載されている。この還

付金額は２万 700 円であり、申立期間の保険料を第２回特例納付により納付し

た場合の金額と一致する。 

しかし、申立人は、特例納付を行ったことは無いとしている上、被保険者台

帳にも、申立期間の国民年金保険料が特例納付されたことを示す記載は無い。

このことから、特例納付された保険料を還付したとする社会保険庁の記録は不

合理であり、事実と異なる事由により還付手続が行われたものと推認されるほ

か、被保険者台帳の還付記録は、還付金額や還付対象期間の記載がすべて上書

き修正されており不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1035 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年２月から平成元年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年２月から平成元年７月まで 

    私は、Ａ市Ｂ町に国民年金保険料の納付書が届き、それにより毎月、保険

料を金融機関で納付していたので、申立期間が未納とされているのは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入期間のうち、申立期間を除くすべての期間の保険料

を現年度納付しているほか、複数回にわたる厚生年金保険と国民年金の切替手

続や第１号被保険者と第３号被保険者の切替手続を適切に行っているなど、国

民年金制度に関する理解や保険料の納付意識が高かったものと認められる。 

また、申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付方法について、毎月、納

付書により、Ｃ信用金庫Ｄ支店又はＥ銀行Ｆ支店で納付したと具体的に説明し

ているほか、Ａ市では、その当時、１か月ごとの納付書を発行していたことが

確認でき、申立人の説明と一致する。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録により国民年金保険料の納付日が確認

できる平成 11 年度以降の納付日をみると、ほぼ毎月保険料を納付しているこ

とが確認でき、申立期間当時、毎月保険料を納付したとする申立人の主張に不

自然な点は見受けられない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1036 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 54 年１月から同年３月までの期間及び 56 年４月から 61 年３

月までの期間の国民年金保険料については、免除されていたものと認められる

ことから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 54 年１月から同年３月まで 

② 昭和 56 年４月から 61 年３月まで 

    私は、昭和 50 年４月分の保険料から、順次、国民年金保険料の申請免除

を受けていた。60 年７月までに、50 年４月から 53 年３月までの保険料を追

納し、その後も追納するつもりでいたところ、61 年 11 月に、間違えて免除

していたので保険料の追納はできないと言われた。 

また、申立期間の申請免除が取り消されていることは、平成 19 年に社会

保険事務所に行き初めて知った。保険料の免除の取消通知書は受け取ってい

ないし、免除承認通知書があるので、申立期間を保険料の免除期間と認めて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50 年度から 52 年度までの期間及び申立期間の保険料は申請

により免除されていたが、遺族年金を受給しており（受給開始は昭和 45 年１

月）、強制加入対象者でないことが判明したことにより、61 年 11 月に、保険

料を追納した期間（昭和 50 年度から 52 年度までの期間）以外の期間は無資格

期間と資格記録が訂正され、当該期間の保険料の申請免除が取り消されている。 

上記の国民年金の資格記録の訂正処理により、申立人は、保険料の免除が取

り消され、これに伴い保険料の追納が不可能となった上に、申立人が当該資格

記録の訂正を社会保険事務所から知らされたとする平成 19 年の時点では、申

立期間の保険料は時効により納付できないなどの不利益を被っている。 

このような状態を生じさせた原因としては、申立人が遺族年金受給者であっ

たにもかかわらず、昭和 48 年８月に国民年金に強制加入の資格で再加入した



ことにあるが、そもそも、申立人は、41 年４月から 47 年４月までの間も任意

加入で資格を取得していたことなどを踏まえれば、行政としては、48 年８月

の再加入時に、この点に配慮して資格を付与すべきであったと考えられる。 

また、申立人は、申立期間（昭和 59 年度を除く。）の免除承認通知書を所持

し、平成 19 年に年金記録の確認を行うまでは、申立期間が無資格期間とされ

保険料の申請免除が取り消されていることは知らなかったと主張している。こ

の点について、Ａ社会保険事務局では、申請免除の取消しについて、市町村を

通じて本人に通知する旨の規程は無いとしており、Ｂ町（現在は、Ｃ市）の被

保険者名簿でも、免除取消しの通知を行ったことをうかがわせる記載は無いこ

とから、申立人に免除取消しの通知が行われていなかったものと推認される。 

このように、申立人は、国民年金について、10 年以上にわたって強制加入

者として、保険料の免除と追納が可能であるとの前提に基づき年金給付に対す

る期待と信頼を寄せていたものであり、加入時の資格種別の判断などに関する

行政の対応も必ずしも十分なものではなかったことを踏まえれば、後日になっ

て申立期間が強制加入期間でなかったことが判明したことを理由として、申立

期間を保険料の免除期間と認めないのは信義衡平の原則に反するものと考え

られる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を免除されていたものと認められる。 



愛知国民年金 事案 1037 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年３月から 39 年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年３月から 39 年３月まで 

② 昭和 43 年９月から 44 年３月まで 

    申立期間①は、20 歳になった時に、母親が国民年金の加入手続を行い、

保険料を納付してくれていた。また、申立期間②も、母親が保険料を納付し

てくれたので、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 44 年１月に払い出されているが、

39 年１月に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことが確認でき、

申立人が主張するとおり、申立期間①中である、39 年１月ごろに申立人の

母親が国民年金の加入手続を行ったものと推認される。 

また、申立人の母親が、申立人の国民年金加入手続を行ったと推認される

時点では、申立期間①の保険料を現年度納付及び過年度納付することが可能

であった。 

さらに、社会保険庁のオンライン記録では、申立期間①の直後の昭和 39

年４月及び同年５月の国民年金保険料が納付されたことが確認できるが、申

立人の保険料を納付していたとする申立人の母親は、昭和 36 年度分及び 37

年度のうちの４か月分を除き保険料をすべて納付しており、申立人の母親が、

申立人については、39 年４月及び同年５月の保険料のみ納付し、申立期間

①の保険料を納付しなかったとするのは不自然である。 

２ 申立人は、申立期間②の国民年金保険料の納付に関与しておらず、保険料

を納付してくれたとする申立人の母親は高齢であり、納付の状況等について

確認することはできない。 



また、申立人の国民年金手帳では、申立期間②の印紙検認記録欄に検認印

の押印が無く、申立期間②の保険料が現年度納付されたとは考え難いほか、

その翌年度は申請免除期間となっているなど、過年度納付されたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

さらに、申立期間②について、申立人が国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

３  その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和38年３月から39年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



愛知国民年金 事案 1038 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 50 年７月から同年９月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年３月から 48 年３月まで 

② 昭和 50 年７月から同年９月まで 

    申立期間①については、昭和 42 年３月に、夫が私の国民年金加入手続を

行ってくれた。その後、Ａ市Ｂ区の農協で、私が保険料を納付していた。当

時は姓がＣであるのに、Ｄと間違えられることが多く、そのことが関係して、

未納になったのではないかと思うので、詳しく調べてほしい。 

また、申立期間②については、その当時、自宅にて縫製の仕事をしており、

自宅に集金人が来た時に集金人に保険料を納付するか、農協で納付した記憶

があるので、未納とされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、昭和 42 年３月に、その夫が国民年金の加入手続を行ってくれ

たとしており、申立人の夫が死亡しているため、加入手続の状況を確認する

ことはできない。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 48 年 11 月に払い出されてお

り、申立人が間違えられることが多いとする姓で氏名検索を行っても、該当

する加入記録は見当たらないほか、申立期間①の当時に、別の国民年金手帳

記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。この

ため、申立人の国民年金加入手続は、48 年 11 月ごろに行われ、その際に、

42 年３月にさかのぼって資格取得したものと推認され、申立期間①の当時

は、申立人は、国民年金に未加入であり、その当時に保険料を納付すること

はできなかったと考えられる。 

さらに、申立人の国民年金加入手続が行われたと推認される時点では、申



立期間①のうち昭和 46 年 10 月から 48 年３月までの保険料を過年度納付す

ることが可能であったが、申立人は、その当時、納付書により、さかのぼっ

て保険料を納付した記憶は無いとするなど、当該期間の保険料が、過年度納

付されていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

加えて、申立人は、申立期間①の当時、国民年金手帳を所持しておらず、

農協で、毎月、現金で納付して、受取書をもらったとしているが、申立人が

居住するＡ市では、その当時の納付方法は、国民年金手帳による印紙検認方

式であり、納付書方式ではないので農協で保険料を納付することはできなか

ったとしており、申立人の説明と相違する。 

そのほか、申立期間①について、申立人が国民年金保険料を納付していた

ことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

２ 申立人は、国民年金の加入手続を行った昭和 48 年度以降、厚生年金保険

加入により国民年金の資格を喪失した平成元年１月までの国民年金加入期

間 189 か月のうち、申立期間②の３か月を除く 186 か月の保険料をすべて納

付しており、保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）

の記録により、昭和 48 年度から 58 年度までの国民年金保険料は、申立期間

②を除き、すべて現年度納付されていることが確認でき、申立期間②の３か

月の保険料のみ未納としたとするのは不自然である。 

さらに、Ａ市では、国民年金保険料の納付方法について、昭和 50 年度か

ら 53 年度までは、集金人による集金方式から納付書による金融機関での納

付方式への移行段階であったとしており、申立期間②の当時、保険料を集金

人か農協で納付したとする申立人の説明に不自然な点は見受けられない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 50 年７月から同年９月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。 



愛知国民年金 事案 1039 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 10 年７月、13 年６月及び同年７月の国民年金保険料について

は、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する必要がある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 10 年７月 

② 平成 13 年６月及び同年７月 

    私の国民年金加入手続や保険料納付については、ほとんど妻が行っていた

が、私が一緒に行くこともあった。申立期間①及び②については、納付した

時期や金額の明確な記憶は無いものの、妻が、Ａ市役所から自宅へ送付され

た私の国民年金保険料の納付書を持って市役所へ行ったが、職員から市役所

では納付することができないので社会保険事務所へ行くように指示された

ので、私も一緒に社会保険事務所へ行って保険料を納付したはずである。妻

は申立期間①及び②について納付済みとなっているにもかかわらず、私が未

納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、社会保険庁の記録によると、申立人は申立期間①を

含む平成10年６月から同年11月までの国民年金加入資格を10年11月に厚

生年金保険加入資格取得に伴い喪失していることから、申立期間当時に国民

年金保険料を納付することは可能であった。 

また、申立人は、この期間の保険料を平成 12 年４月から同年 12 月までの

間に申立期間①を除き過年度納付している。 

さらに、申立人が主張するＡ市役所の過年度保険料の取扱いは、当時にお

ける取扱いと一致している上、申立人の妻も平成 10 年 10 月及び同年 11 月

の保険料を 12 年４月に過年度納付しており、当時、夫婦共に未納期間の解

消に努めていた状況がうかがわれることから、申立人が当該期間も納付して

いたと考えるのが自然である。 

２ 申立期間②について、社会保険庁の記録によると、申立人は厚生年金保険



加入資格喪失と加入資格取得の間の期間である申立期間②の国民年金加入

資格を取得している。この取得時期は不明であるが、平成13年10月ごろに、

申立人の妻が申立人の厚生年金保険加入資格喪失と加入資格取得に合わせ

て第３号被保険者と第１号被保険者の切替手続を行った際に併せて行った

ものと考えるのが自然である。 

また、申立人の妻は、申立期間②の国民年金の加入資格取得及び喪失手続

を行っており、その妻自身の申立期間②の保険料を平成 13 年 10 月及び同年

11 月に現年度納付している上、申立人及びその妻は、申立人の申立期間②

の直前の国民年金加入期間である10年６月から同年11月までの保険料につ

いて、申立人の申立期間①を除いて納付していることから、申立人は、申立

期間②の保険料について納付していたと考えるのが自然である。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、平成 10 年７月、

13 年６月及び同年７月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



愛知厚生年金 事案 888 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 28 年 11 月１日、資格喪失日は 31

年４月１日であると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険

者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、標準報酬月額については、昭和 28 年 11 月から 30 年７月までは 8,000

円、同年８月から 31 年３月までは１万 2,000 円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年８月から 31 年３月まで 

私は、昭和26年８月または10月ごろにＢ社に入社し、営業を担当していた。

途中で転勤もあったが、31年３月ごろに同社が倒産するまで勤務していた記

憶がある。 

しかし、社会保険事務所では、Ｂ社が厚生年金保険に加入していないこと

になっているので、記録を確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ｂ社における厚生年金保険の被保険者であっ

たと主張しているが、社会保険事務所の記録によると、同社は厚生年金保険の

適用事業所となっていないことが確認できる。 

しかし、社会保険事務所におけるＡ社の厚生年金保険被保険者名簿には、申

立人の氏名と同姓同名で、生年月日が３年相違している者の厚生年金保険被保

険者記号番号（昭和28年11月１日に資格取得、31年４月１日に資格喪失）が基

礎年金番号に統合されないままになっていることが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者記録のうち、申立期間直後の記録であ

るＣ社（昭和31年４月２日に資格取得、同年11月１日に資格喪失）に係る厚生

年金保険被保険者名簿及び厚生年金保険記号番号払出票は、申立人の生年月日

がＡ社の未統合記録と同様に３年相違していることが確認できる。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

Ａ社の未統合記録は、申立人の厚生年金保険の被保険者記録であり、申立人の



同社における資格取得日は昭和28年11月１日、資格喪失日は31年４月１日であ

ると認められる。 

なお、標準報酬月額については、社会保険事務所の記録から、昭和28年11

月から30年７月までは8,000円、同年８月から31年３月までは１万2,000円とす

ることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和26年８月から28年10月までの期間については、

申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを確認できる関連資料等は無く、ほかに申立てに係る事実を確認でき

る周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

昭和26年８月から28年10月までの期間について、申立人が厚生年金保険被保険

者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 



愛知厚生年金 事案 889 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和30年４月１日に、資格喪失日に係る記録を31年２月１日に訂正するととも

に、申立期間の標準報酬月額を１万8,000円とすることが必要である。  

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から 31 年２月１日まで 

私は、昭和29年５月に二輪車の販売を行うＡ社に入社したが、業績不振の

影響を受け、31年２月に何人かの同僚とともに同社の親会社であるＢ社に移

籍した。 

年金の加入記録を確認したところ、Ｂ社の記録はあるが、Ａ社に勤務して

いた期間については記録が無いことが分かった。 

Ａ社は、厚生年金保険の適用開始が昭和30年４月１日であるため、それ以

前の期間の厚生年金保険の記録が無いのは仕方ないが、申立期間に同社に勤

務していたことは間違いない。そのことを証言する同僚の証言書もあるので、

年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している複数の同僚は、「申立人は申立期間当時にＡ社に勤務

し、その後、自分らとともにＢ社に移籍した。」と証言していることから、申

立人は申立期間において同社に勤務していたことが認められる。 

また、申立人が記憶している複数の同僚は、「申立人は営業職の正社員であ

り、他の同僚と採用や処遇上の差異は無かったと思う。」と証言しているとこ

ろ、これら複数の同僚は、いずれも申立期間にＡ社における厚生年金保険の加

入記録が確認できる。 

さらに、社会保険事務所の記録によると、Ａ社からＢ社へ移籍している被保



険者19人のうち７人は、申立人と同じく、昭和31年２月１日にＢ社において資

格取得していることが確認できる。 

加えて、同僚が証言した申立期間当時のＡ社の従業員数は、社会保険事務所

の記録によると、当時の同社における厚生年金保険被保険者数とおおむね一致

していることから、同社においては、すべての従業員を厚生年金保険に加入さ

せる取扱いを行っていたものと推認される。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和31年２月の社会保険事務所

の記録及び同僚の記録から、１万8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業所が既に全喪しており、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

無いが、仮に事業主から申立てどおりに被保険者資格の取得届が提出された場

合には、その後被保険者資格の喪失届も提出されていると思われるが、いずれ

の機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないとは考え難いこと

から、事業主から当該社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行われておら

ず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和30年４月から31年１月ま

での保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は申立期間に係る保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 890 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 47 年９月 15 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10 万 4,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年９月 15 日から 48 年４月１日まで 

    私は昭和 31 年４月にＡ社に入社以来、平成 10 年５月 31 日に退職するま

で、転勤は何回もしたが、休職、退職はしていない。毎月、賃金明細書も確

認していた。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の社員名簿、雇用保険の記録及び健康保険組合の記録から判断すると、

申立人が同社及び同社関連会社に継続して勤務し（昭和 47 年９月 15 日にＣ社

からＡ社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係るＡ社の人事記録及

び社会保険事務所の記録から、10 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は、不明としているが、申立人と同じくＡ社Ｂ支店において昭和

48 年４月１日に資格取得している同僚５人のうち、新規取得者２人を除く３

人に申立人と同様の事象（昭和 47 年９月 15 日又は同年 10 月 15 日から 48 年

４月 1日までの空白期間）が生じており、これら３人すべてについて、社会保

険事務所が事業所の届出を誤って記録したとは考え難いことから、事業主が昭

和 48 年４月１日を申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日として届け、その



結果、社会保険事務所は、申立人に係る 47 年９月から 48 年３月までの保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案 891 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年８月 21 日から 47 年９月 28 日まで 

    私は、60歳で受け取る年金額を58歳の時に社会保険事務所に問い合わせた

ところ、Ａ社の厚生年金期間については、脱退手当金が支給済みになってい

ると伝えられ、初めて受給していることを知った。 

しかし、私は、Ａ社退職後も引き続きＢ社及びＣ社に勤務しており、脱退

手当金を請求する意思は無かったし、脱退手当金を受け取った記憶も無いの

で、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の前にある被保険者期

間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているが、４年以

上の長期間である最初の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間に勤務していた事業所を退職後、間を置かずに次

の事業所に勤務し、その後、数度の転職を行っているものの、平成８年まで20

年以上にわたり、おおむね間断なく厚生年金保険の被保険者となっており、申

立人が当時、脱退手当金を請求する意思を有していたとは考え難い。 

さらに、Ａ社の被保険者名簿の申立人の前後の女性のうち、脱退手当金の受

給資格を有する45人について脱退手当金の支給記録を確認したところ、支給記

録がある者は８人と少ないことから、事業主が申立人の委任を受けて代理請求

したとは考え難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 



愛知国民年金 事案 1040 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年４月から 45 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43 年４月から 45 年３月まで 

    会社を退職し結婚するまでの期間は、母親が国民年金の加入手続と保険料

の納付をしてくれていたと認識しているので、申立期間について保険料の納

付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付に関与して

おらず、これを行ったとする申立人の母親は既に死亡しており、当時の納付状

況等は不明である。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

51 年６月に払い出されており、Ａ市が保管する申立人の被保険者名簿による

と、申立人は 51 年８月 12 日に任意加入の資格を取得している。この時点を基

準にすれば、申立人は申立期間には国民年金未加入者となり、制度上さかのぼ

って保険料を納付することはできないことから、納付したとは考え難い。 

さらに、申立人の母親が申立人の申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（確定申告書、家計簿等）が無く、申立人に別の国民年金手帳記号

番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1041 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年７月から 48 年 10 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年７月から 48 年 10 月まで 

    私は、58 歳の年金記録通知で未納期間があることを初めて知った。昭和

42 年８月ごろから 48 年までＡ町のＢ社で勤務していたが、個人事業所で厚

生年金保険適用事業所ではなかったため、国民年金に加入し、保険料を毎月

納付していた記憶があり、未納となっているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ町役場で昭和 42 年８月ごろに国民年金被保険者資格取得手続

を行い、毎月、国民年金保険料を納付していたとしているが、Ａ町では、申立

人の国民年金被保険者名簿は無く、申立期間における保険料の徴収は３か月ご

とであったとしており、申立人の主張とは一致しない上、具体的な納付方法や

納付金額等、納付状況に係る記憶が不明である。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和

52 年２月 14 日に夫婦連番でＣ市で払い出されており、申立人の国民年金被保

険者資格取得日は同年２月 16 日であることから、申立人はこのころに国民年

金の加入手続を行ったものとみられるが、この時点を基準にすると、申立期間

は国民年金未加入期間となり、保険料を納付することはできない。 

さらに、申立期間の一部は任意加入対象期間となるため、加入手続を行った

時点から遡及
そきゅう

して国民年金に加入することもできない。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が

払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1042 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58 年１月から同年 11 月までの期間、平成元年３月から４年３

月までの期間、同年５月から同年７月までの期間、同年９月、同年 11 月から

６年３月までの期間及び６年７月から 15 年８月までの期間の国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 58 年１月から同年 11 月まで 

② 平成元年３月から４年３月まで 

③ 平成４年５月から同年７月まで 

④ 平成４年９月 

⑤ 平成４年 11 月から６年３月まで 

⑥ 平成６年７月から 15 年８月まで 

    国民年金保険料については、母親からずっと納付してきたと聞いていた。

母親の性格は厳格であり、いい加減なことを言っていたとは考えにくいので、

未納月が多数あることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 179 か月と長期間である上、申立人は国民年金加入手続及び申立

期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、これらを行ったとする申立人

の母親は高齢等のため事情聴取を行うことはできず、当時の状況を確認するこ

とはできない。 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 59 年２月に

払い出されており、申立人の母親はこのころに申立人の国民年金加入手続を行

ったものとみられるが、申立期間①においては申立人の母親は国民年金未加入

であり、申立人の母親が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

を確認することはできない。 

また、社会保険庁と申立期間①当時に申立人が在住したＡ県Ｂ市の申立人の

年金記録に相違は無く、不自然な点は見当たらない。 



さらに、戸籍の附票によれば、申立人は平成３年８月から６年５月まで海外

に在住していたことが確認できる上、申立期間②③④⑤⑥の国民年金加入資格

は、申立人が帰国した６年５月から居住したＣ県Ｄ市で元年３月にさかのぼっ

て取得したことが、Ｄ市が保管する申立人の被保険者名簿から推認できる。こ

のため、申立人は少なくとも元年３月から６年５月までは、国民年金未加入で

あったと推認され、この期間の保険料を納付したとは考え難い。 

加えて、申立人は申立ての当初において、Ｃ県Ｄ市で２年間分の保険料をさ

かのぼって納付したとしていたが、聴取の過程においては、納付書は受け取っ

たものの、納付は行っていないとしている。しかし、社会保険庁の記録では平

成４年４月、同年８月及び同年 10 月が過年度納付済みとなっており、申立人

の記憶は曖昧
あいまい

である。 

その上、申立人は平成７年２月にＣ県Ｄ市からＡ県Ｂ市へ転居しているが、

Ｂ市が保管する申立人の被保険者名簿には、Ｂ市での国民年金関係手続が７年

11 月に行われたことが記録されており、申立人はＢ市での国民年金関係手続

を適切に行わなかったことが推察される上、『「住不（8.1）」（8.2.1）、「不在

（8.8）」（8.8.29）』との記載があり、これについてＢ市は、８年当時、納付書

を送付しても返送された等、申立人の所在が確認できなかったことが想定され

るとしていることから、この時期において申立人が保険料を納付したとは考え

難い。 

このほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかが

わせる事情は見当たらず、申立人の母親が申立期間の保険料を納付したことを

示す関連資料（確定申告書、家計簿等）も無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1043 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの期間及び 37 年 10 月から 38 年

５月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

②  昭和 37 年 10 月から 38 年５月まで 

    申立期間当時、私は大学生でＡ町に住んでいたが、実家の母親がＢ市役所

で国民年金加入手続をしてくれた。在学中からずっと毎月母親が国民年金保

険料をＢ市役所で支払ってくれていた記憶がある。 

納付を証明するものは無いが、未納については納得がいかないので、納付

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に関与しておらず、

これを行ったとする申立人の母親は高齢のため当時の状況について聴取する

ことができない。 

また、申立人は、申立人の母親がＢ市役所で国民年金加入手続をし、保険料

を納付したと主張しているが、申立人は申立期間当時、Ａ町、Ｃ区及びＤ区に

住民登録していることが確認でき、申立人の母親がＢ市役所で申立人の国民年

金加入手続を行い、保険料を納付することはできない。 

さらに、社会保険庁の記録によれば、Ｂ市において申立人の国民年金手帳記

号番号が払い出された形跡は無く、申立人の国民年金手帳は昭和 37 年４月 10

日にＣ区において交付されており、このころに国民年金の加入手続を行ったも

のとみられる。 

加えて、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1044 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和39年10月から46年３月までの期間及び57年７月から同年９

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年 10 月から 46 年３月まで 

② 昭和 57 年７月から同年９月まで 

    申立期間のうち、昭和39年10月から46年３月までの国民年金保険料は、

私の母親がＡ市Ｂ区役所へ納めに行ってくれていた。実家は自営業で、両親

はきちんと保険料を納めていたと思う。 

また、昭和 57 年７月から同年９月までは、Ｃ区役所で私の妻が保険料を

納めていた。その期間の前後は納めており、この期間のみ未納とされている

のは納得できない。 

申立期間の保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、国民年金被保険者資格取得手続及び申立期間①の国民年金保険

料の納付には関与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親は既に死

亡しているため、これらの状況は不明である。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号払出し

は昭和 46 年８月であり、かつ、申立人が申立期間①の保険料を納付してい

たとする申立人の母親の国民年金手帳記号番号払出しも昭和 46 年９月であ

ることから、申立人の母親はこのころに母親自身と申立人の国民年金被保険

者資格取得手続を行ったものとみられるが、この時期を基準にすると、申立

期間①においては申立人及びその母親は共に国民年金未加入となり、申立人

の母親がＡ市Ｂ区役所で申立人の保険料を納付していたとする申立人の主

張には合理性が無い。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号払出し時点を基準にすると、申立



期間①のうち昭和 44 年６月以前の保険料は時効により納付できない上、こ

の時点で時効に到達していなかった期間（44 年７月から 46 年３月まで）に

ついては過年度納付が可能であり、かつ、このころは第１回特例納付の実施

期間中ではあるが、前述のとおり申立人の申立期間①の保険料を納付したと

する申立人の母親は既に死亡しており、当時の状況を確認することはできな

い。 

２ 申立人は申立期間②の国民年金保険料の納付には関与しておらず、これを

行ったとする申立人の妻は既に死亡しているため、申立期間②の保険料納付

の状況は不明である上、申立人の妻もこの期間は未納となっている。 

また、社会保険庁が保管する被保険者台帳（マイクロフィルム）には、申

立期間②において申立人及びその妻に納付書と共に勧奨状が発送されたこ

とが記録されており、申立人の妻が申立期間②の保険料を納付したとは考え

難い。 

３ 申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらず、申立人の母親及び申立人の妻が、申立期間①及び②の保

険料を納付したことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



愛知国民年金 事案 1045 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年７月から 51 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年７月から 51 年３月まで 

    私の国民年金についてＡ市Ｂ区役所から文書で連絡が来て、夫が私の国民

年金の加入手続をした。その時に、一括して過去の保険料を納付すると、今

まで納付してきた人と同じ金額の年金が受けられると聞き、翌日、夫がＢ区

役所の年金の窓口で 14、15 万円をまとめて納付した。 

納付の事実が確認できる領収書等は残っていないが、納付を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付には直接関与して

おらず、申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無い。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

52 年 11 月に払い出されており、申立人の夫は、このころに申立人の国民年金

加入手続を行ったものとみられるが、この時点を基準とすると、申立期間のう

ち、50 年９月以前の保険料は時効により納付することはできない上、特例納

付の実施期間でもない。 

さらに、申立人は、加入手続時において、申立人の夫が一括して過去の未納

となっていた保険料を納付したとしているが、社会保険庁の記録によれば、昭

和 52 年 11 月の加入手続時において未納であった昭和 51 年度の保険料は１年

以上経過した 54 年２月 22 日に過年度納付されており、申立人の主張とは相違

する。 

加えて、申立期間において、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1046 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44 年４月から 50 年３月までの期間、58 年４月から 59 年９月

までの期間及び61年１月から63年８月までの期間の国民年金保険料について

は、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年４月から 50 年３月まで 

② 昭和 58 年４月から 59 年９月まで 

③ 昭和 61 年１月から 63 年８月まで 

    昭和 44 年３月、会社退職後、元妻が国民健康保険の加入手続にＡ市Ｂ区

役所に行ったとき、Ｂ区役所の職員から国民年金加入を勧められ、夫婦揃
そろ

っ

て国民年金の加入手続をした。その後は、元妻が区役所から送られてくる納

付書により毎月Ｂ区役所で、Ａ市Ｃ区に引っ越しをしてからは、Ｃ区役所で

二人分の保険料を納付していた。それにもかかわらず、申立期間が未納にな

っていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び国民年金保険料の納付に関与しておらず、

これらを行ったとする申立人の元妻も申立期間①②③とも未納である。 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年 12 月９

日に夫婦連番で払い出されている。これを基準にすると、昭和 44 年４月から

48 年９月までの保険料は時効により納付することはできず、このうち 48 年３

月までの期間は、当時実施されていた第２回特例納付により納付可能であった

が、申立人には特例納付により納付した記憶が無い上、残余の期間（昭和 48

年 10 月から 50 年３月まで）については、過年度納付が可能であったが、申立

人にはこの記憶も無い。 

また、申立人は区役所から送付されてきた納付書により保険料を納付したと

しているが、当時、Ａ市ではまだ納付書方式は採られておらず、これが採用さ



れたのは昭和 53 年１月以降であり、申立人の主張と矛盾する。 

さらに、申立期間②及び③について、申立人は、区役所から送付されてきた

納付書により毎月Ｃ区役所で現年度納付してきたとしているが、社会保険庁の

記録によれば、昭和 59 年 10 月から 60 年 12 月までの保険料については 62 年

１月５日に一括して過年度納付されており、申立人の主張と異なる。 

加えて、申立人の元妻が申立期間について保険料を納付していたことを示す

関連資料（確定申告書、家計簿等）は無く、申立人に対して別の国民年金手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1047 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年７月から 41 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年７月から 41 年３月まで 

    私が結婚するまでは、父親が国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っ

ていたが、結婚後は、私が集金人に保険料を納付していた。自営業の老後は

国民年金が頼りなので間違いなく納付していた。申立期間が未納とされてい

るのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人には、国民年金制度発足当初と推認される時期にＡ県Ｂ市で国民年金

手帳記号番号（以下「記号番号①」と言う。）が払い出されたが、その後、昭

和 41 年６月にＣ市Ｄ区において別の国民年金手帳記号番号（以下「記号番号

②」と言う。）が払い出されている。 

申立人は、昭和 36 年 10 月に婚姻してＣ市Ｄ区へ転居した際に、Ｂ市で発行

された国民年金手帳を持って住所変更手続を行ったとしている。 

しかし、記号番号①に関する社会保険庁のオンライン記録では、被保険者台

帳の保管庁はＢ市を管轄するＥ社会保険事務所のままと記録されており、平成

19 年６月 19 日に記号番号②と年金記録が統合されるまでの間、住所変更等の

手続が行われた形跡は見当たらない。 

また、Ｂ市の被保険者名簿においても、昭和 38 年１月 31 日の時点で所在不

明と記載されているなど、申立人の住所変更が把握されていなかった状況がみ

られる。 

さらに、Ｃ市Ｄ区へ転居した際に、記号番号①の国民年金の住所変更手続が

行われ、保険料も納付されていたのであれば、昭和 41 年６月に同じＣ市Ｄ区

で記号番号②を払い出す必要は無く、不自然である。 

加えて、Ｃ市で国民年金保険料の集金人制度が創設されたのは昭和 37 年 10



月であり、Ｃ市Ｄ区へ転居してから、自宅で集金人に保険料を納付したとする

申立人の説明と矛盾する。 

その上、申立期間は 57 か月と長期に及ぶが、申立人は、この間に納付した

とする国民年金保険料額についての記憶が無いほか、当初の申立てでは、申立

期間当時、その夫と二人分の国民年金保険料を納付していたと述べていたが、

後日の聴取では、その当時は夫とは別に納付していたと変更するなど、申立人

の記憶には不明 瞭
りょう

な点が見受けられる。 

そのほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料(家計簿等)は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1048 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 46 年４月から 54 年４月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年４月から 54 年４月まで 

    私は、昭和 45 年２月に会社を退職後、再就職した会社では社会保険に加

入させてもらえなかった。その後、46 年４月ごろに、自宅に訪ねてきたＡ

市Ｂ区役所の推進員に国民健康保険被保険者証を手渡され、早急に区役所に

行って国民健康保険と国民年金の手続を行うよう言われたので、翌日、区役

所で住民異動届を書いて手続を行った。提出後、区役所の職員から、その写

しを渡され、「これは国民年金と国民健康保険に加入した証となるものなの

で大切に保管するように。」と言われたので今も所持している。 

保険料は、私と妻の国民健康保険と国民年金を併せて１万 3,300 円であり、

その都度、Ｂ区役所から来ていた推進員に納付書により納付していた。領収

書は散逸してしまったので、保険料の納付の事実が確認できる資料は無いが、

納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンラインシステム記録では、申立人が国民年金の資格を取得

した記録は見当たらず、申立人が加入手続を行ったと主張するＡ市Ｂ区におい

て、申立人に対し国民年金手帳記号番号が払い出された記録も確認できない。 

また、申立人は国民年金手帳を受領した記憶も無いとしている。 

さらに、申立人は、区役所で国民健康保険と国民年金の加入手続を行った際

に、その証となるものとして渡されたとする「国民年金」との押印がある住民

異動届（写）を所持しているが、当該住民異動届（写）には、国民健康保険の

欄のみに資格取得日が記載されており、国民年金の欄にはその記載が無い。こ

のことについて、Ａ市では、国民健康保険の加入手続を行った際に、国民年金

の加入手続を行うよう指導し、国民年金の窓口に提出するために住民異動届の



写しに「国民年金」と押印して渡したものと考えられるとしており、当該住民

異動届（写）を所持していることをもって国民年金の加入手続が行われていた

ことの証明にはならない。 

以上のことから、申立人は国民年金に未加入であり、申立期間の保険料を納

付することはできなかったと考えられる。 

加えて、申立人は、国民健康保険料と国民年金保険料は、夫婦合計で、申立

期間を通じて月額１万 3,300 円であったこと、同一の集金人に国民健康保険と

国民年金の保険料を納付書で納付したことなどを説明している。 

しかし、８年以上にわたる申立期間中、国民健康保険料と国民年金保険料の

合計額が同一であったとするのは不自然であるほか、Ａ市においては、国民健

康保険料と国民年金保険料の集金人は別であり、同一人が両保険料を同時に集

金することは無かったこと、少なくとも申立期間中の昭和 48 年 12 月以前は、

保険料は国民年金手帳による印紙検認方式で集金していたことが確認でき、申

立人の主張は当時の状況と相違している。 

その上、社会保険庁の記録では、一緒に国民年金保険料を納付していたとす

る申立人の妻が国民年金に加入した記録は確認できない。 

そのほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1049 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42 年６月から 45 年 11 月までの期間、48 年３月から 49 年３

月までの期間及び 50 年 10 月から 52 年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年６月から 45 年 11 月まで 

② 昭和 48 年３月から 49 年３月まで 

③ 昭和 50 年 10 月から 52 年３月まで 

    当時は飲食店を営んでおり、店舗が３か所あって年商も 4,000 万円程度あ

り、国民年金保険料を免除申請する必要は無かったし、免除を申請した覚え

は全く無い。そのほかの期間についても、納付した事実を確認できる資料は

残っていないが、保険料は集金人に納付していたので申立期間について納付

があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、飲食店を開業したのは、申立期間①の後の昭和 46 年度以降であ

ると述べており、飲食店を３店経営しており収入もあったので、申立期間①の

当時に、国民年金保険料の免除を申請する必要は無かったとする申立人の説明

と矛盾する。 

また、申立人は、申立期間①の当時、国民年金の加入手続及び保険料の納付

は申立人の元の妻が行っていたとしているが、申立人の元の妻も、申立期間①

のうち昭和 42 年６月から 43 年３月までの保険料は未納、昭和 43 年度以降の

保険料は、申立人と同様、45 年 11 月まで申請により免除されているほか、申

立人の元の妻は死亡しているため、当時の保険料の納付及び免除申請の状況に

ついて確認することはできない。 

さらに、申立期間②③の当時に申立人の国民年金保険料を納付していたとす

る申立人の現在の妻に聴取したところ、集金人に夫婦の保険料を納付したはず



であるとするのみで、経営していた飲食店の関係で各種の集金人が来ていたの

で、国民年金の集金人については具体的な記憶が無いとするなど、記憶が不明

瞭
りょう

である。 

加えて、社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳（マイクロフィルム）

では、昭和 50 年度の欄に納付書（過年度納付用）を発送した記載がある。こ

のため、申立人は、その当時、少なくとも申立期間③のうち昭和 50 年 10 月か

ら 51 年３月までの国民年金保険料が未納であったことを認識していたものと

みられる上、申立人の現在の妻は、その当時には、納付書により銀行で保険料

を納付したことは無いとしているなど、過年度納付が行われていたことをうか

がわせる周辺事情は見当たらない。 

そのほか、申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（確定申告書等）は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1050 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年５月から 53 年３月までの期間及び 58 年４月から同年６

月までの期間の国民年金保険料については、還付されていないものと認めるこ

とはできない。 

また、申立人の昭和 53 年４月から同年 12 月までの期間及び 58 年７月から

60 年１月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 52 年５月から 53 年３月まで 

② 昭和 53 年４月から同年 12 月まで 

③ 昭和 58 年４月から同年６月まで 

④ 昭和 58 年７月から 60 年１月まで 

    私は、集金に来ていた町内会の役員に、ずっと私の分と一緒に夫（申立人）

の国民年金保険料も納付していた。申立期間は夫が厚生年金保険に加入して

いた期間だが、仕事柄、夫は長期に家を空けることが多く、帰って来ても何

も言わなかったので、私は、夫が厚生年金保険に加入していたことを全く知

らず、保険料を二重で納付していたため、国民年金の保険料が納付されてい

ない期間があることは納得できない。 

また、昭和 52 年５月から 53 年３月までの期間及び 58 年４月から同年６

月までの期間は保険料が還付済みとのことだが還付を受けた記憶は全く無

い。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録及び還付記録の

訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 社会保険庁が保管する申立人の被保険者台帳により、申立期間①及び③の

国民年金保険料は、いったんは申立人が納付したが、昭和 53 年 11 月 24 日

及び58年11月４日に還付処理された記録が確認できる。この還付の事由は、

保険料の納付後に、当該期間が厚生年金保険被保険者期間であることが判明

したためと考えられ、被保険者台帳及び申立人の国民年金手帳でも、申立人



が 52 年５月及び 58 年４月に国民年金の資格を喪失した記録が確認でき、申

立期間の保険料が還付されていることについて不自然な点は見受けられな

い。 

また、社会保険庁が保管している還付整理簿には、申立期間①及び③の国

民年金保険料の還付事由、還付金額、還付請求書受付日、還付決議日、還付

日等が明確に記載されており、この記載内容に不合理な点は無く、ほかに申

立人に対する保険料の還付を疑わせる事情も見当たらない。 

２ 申立期間②及び④について、社会保険庁の記録では、申立人は、昭和 52

年５月に国民年金の資格を喪失し、54 年１月に資格を再取得したが、58 年

４月に喪失したことが確認でき、申立人の国民年金手帳でも同様に記載され

ている。 

また、申立人の被保険者台帳によると、申立期間①の国民年金保険料に係

る還付通知が申立期間②中の昭和 53 年６月 13 日に、申立期間③の保険料に

係る還付通知が申立期間④中の 58 年９月７日に送付されたことが確認でき

る。このことから、上記の国民年金の資格喪失手続は、申立期間②及び④の

当初の時期までに行われたものと推認でき、資格喪失手続が行われた後の期

間である申立期間②及び④の保険料を納付することはできなかったと考え

られる。 

さらに、申立人の妻は、夫婦の昭和 53 年度及び 58 年度の国民年金保険料

納付通知書・領収証書（以下「領収証書」と言う。）を所持している。申立

人の領収証書では、社会保険庁の記録により納付済みと確認できる期間（保

険料が還付された期間を含む。）には領収印が押されているが、申立期間②

及び④に相当する期間については領収印が無いことが確認できる。一方、社

会保険庁の記録により両年度の保険料を納付済みとされている申立人の妻

の領収証書には、すべての期間について領収印が押されており、領収証書の

内容からも、申立人の申立期間②及び申立期間④のうち昭和 58 年７月から

59 年３月までの期間の保険料が納付されたことを示す状況は見受けられな

い。 

加えて、申立人の妻は、申立人の昭和 59 年度の領収証書は所持していな

いほか、申立期間②及び④について、申立人が国民年金保険料を納付してい

たことを示す関連資料（家計簿等）は無い。 

３ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人は、昭和 52 年５月から 53 年３月までの期間及び 58 年４月

から同年６月までの期間の国民年金保険料を還付されていないものと認め

ることはできない。 

また、申立人が昭和 53 年４月から同年 12 月までの期間及び 58 年７月か

ら 60 年１月までの期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。



愛知国民年金 事案 1051 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 63 年４月から平成元年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63 年４月から平成元年３月まで 

    私は昭和 48 年に夫婦一緒に国民年金の加入手続を行い、それ以降、夫婦

の保険料を納付してきた。申立期間については会社を経営していたが、厚生

年金保険には加入せず夫婦共に国民年金に加入しており、私と妻の保険料に

ついては、その当時経理を任せていた妻が納付しているはずである。保険料

が未納となっている期間のうち、55 年１月から同年３月までは短期間であ

り納付を忘れたこともあったと思うので申し立てないが、63 年４月から平

成元年３月までは１年間も継続して納付しないということは有り得ない。未

納となっていれば、その分の請求があったはずであり、請求されたものは必

ず納付してきた。このため申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は申立期間の国民年金保険料の納付について関与しておらず、申立期

間について申立人及びその妻の保険料を納付していたとする申立人の妻の証

言も得られないことから、申立期間の納付状況は全く不明である。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人及びその妻の保険料を納付してい

たとする申立人の妻も申立期間が未納である。 

さらに、申立人の納付記録によれば、申立期間の直前の期間である昭和 62

年 10 月から 63 年３月までも当初未納となっていたが、申立人が平成元年５月

１日に厚生年金保険に加入し国民年金の資格を喪失したものの、元年５月から

同年 10 月までの国民年金保険料を納付していたことから、２年１月 18 日にこ

の期間の保険料が充当及び還付され納付済みとなっている。申立人の妻も同様

な記録（申立人の妻は元年５月１日から第３号被保険者となったため納付の必

要が無い。）となっている。これらのことから、申立人は請求があれば、その



妻が保険料を納付していたと主張するものの、申立人の妻が申立人の申立期間

の保険料について納付していたとは考え難い。 

さらに、申立人へは昭和 49 年２月払出しの国民年金手帳記号番号のほかに、

41 年２月に出身地であるＡ県Ｂ町（現在は、Ｃ市）で別の国民年金手帳記号

番号が払い出されているものの、この番号の納付記録は平成 17 年１月に現在

の番号に統合されている。 

なお、社会保険庁及びＣ市には、この番号の国民年金被保険者台帳及び国民

年金被保険者名簿の保存は無いものの、前述のとおり、申立人の妻も申立期間

について未納であること等から、申立人の申立期間の保険料納付がこの番号に

記録されていたとも考え難い。 

加えて、申立人の妻が申立人の申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す関連資料（確定申告書、家計簿等）は無い上、現在確認されている申立人

の国民年金手帳記号番号以外の別の国民年金手帳記号番号が、申立人に払い出

されていることをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1052 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和36年４月から38年３月までの期間及び39年１月から40年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 38 年３月まで 

② 昭和 39 年１月から 40 年３月まで 

    私は昭和 36 年当時、実家であるＡ市Ｂ区に居住しており、結婚時の 37

年４月に同市Ｃ区に転居し、その後、38 年９月に実家のある同市Ｂ区へ転

居し、さらに、40 年３月に同市Ｄ区へ転居した。申立期間の私の国民年金

加入手続や保険料納付については、母親が、母親自身と兄や弟の分を行って

いるので、これらと共に行ってくれたものと思っている。母親からは国民年

金の話を聞いたことも国民年金手帳を見せられたことも無く、私の保険料が

納付されたことを示すものも無いが、必ず母親が納付していたと思っている

ので、申立期間について未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①及び②について、申立人は国民年金加入手続及び保険料納付に関

与しておらず、これらを行ったとする申立人の母親も既に死亡していることか

ら、申立人の申立期間①及び②の国民年金加入状況及び保険料納付状況につい

ては全く不明である上、 申立人の母親が、申立人の申立期間の保険料を納付

したことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）も無い。 

また、申立期間①について、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 40 年３

月 31 日にＡ市Ｄ区役所で払い出され、36 年３月 31 日を資格取得日として強

制加入している。申立人はその母親が申立人の国民年金加入手続を行ったと主

張しているが、申立人の母親及び兄（長男）並びに弟（二男）（以下「申立人

の母親等」という。）の国民年金手帳記号番号は連番で申立人が婚姻し、転居

した後の 37 年４月 19 日にＡ市Ｂ区役所で払い出されており、36 年３月 31 日



を資格取得日として強制加入していることから、申立人の主張とは大きく相違

する。 

さらに、このほかに申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されている

事情も見当たらないことから、申立人は申立期間①について国民年金に加入し

ていなかったと推認される上、前述の申立人の国民年金手帳記号番号払出日で

ある昭和 40 年３月 31 日を基準にすると、申立期間①のほとんどは時効となり

保険料を納付することはできない。 

加えて、申立期間②について、申立人は、昭和 37 年４月に婚姻し実家のあ

るＡ市Ｂ区からＣ区へ転居している。その後、38 年９月に出産の関係で再度

実家へ転居し、40 年３月に申立人の夫が居住しているＤ区へ転居しており、

前述したとおり、このときＤ区役所で国民年金に加入していると推測される。 

その上、申立期間②については、申立人の母親等は家業の事業所が、昭和

39 年１月に厚生年金保険適用事業所となったことにより、３人共に厚生年金

保険に加入していることから、申立人の母親が、申立人の申立期間②の保険料

について納付していたとは考え難い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1053 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年４月から 37 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで 

    私は国民年金制度発足時からＡ市で国民年金に加入し、保険料も金額の記

憶は無いが、私が毎月、Ａ市役所で納付していた。このため、申立期間が未

納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人へ申立期間当時の国民年金加入状況及び保険料納付状況について聴

取しようとしたが、申立人の協力が一切得られず、また、Ａ市役所で毎月保険

料を納付していたとする申立人の主張について、Ａ市へ照会したところ、申立

期間当時は３か月ごとの納付だったとの回答であることなどから、申立人の申

立期間の国民年金加入状況及び保険料納付状況の記憶は極めて曖昧
あいまい

である。こ

れらのことから、申立期間当時の状況は全く不明である。 

さらに、社会保険庁の記録によると、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

39 年６月 18 日に払い出され、36 年４月１日を資格取得日として強制加入して

いる。このことから、申立期間について、申立人は国民年金へ加入していなか

ったということとなり、申立人がＡ市役所で保険料を毎月現年度納付していた

とは考え難い。 

加えて、申立人の国民年金手帳記号番号払出日を基準とすると、申立期間の

保険料は時効によりすべて納付することはできないこととなる。 

その上、Ａ市が保存する国民年金被保険者名簿を見ると、申立期間について、

納付記録欄に「時効による消滅」と記録されており、これについても不自然さ

は認められない。  

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料



（確定申告書、家計簿等）は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 1054 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和58年４月から平成８年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年４月から平成８年 12 月まで 

    私は、元夫が結婚前から国民年金に加入していたため、私も結婚後数年し

て国民年金に加入し保険料を納付した。昭和 57 年から 61 年ごろまではＡ市

に居住し、61 年から平成８年ごろまではＢ市に居住していた。申立期間中

の国民年金保険料の納付書は、それぞれの市役所から郵送され、申立期間当

時の保険料額について、昭和 58 年ごろは数千円、平成８年ごろは３か月で

約３万円ぐらいだったと記憶している。保険料は主に私が銀行で納付したが、

子供や知人に銀行へ行ってもらうこともあった。納付は毎月の時も３か月に

１度の時もあったが、１年以上遅れて納付したことは無い。最初にもらった

国民年金手帳は紛失してしまい、そのほかに保険料を納付したことを示すも

のも無い上、申立期間以外に未納の期間もあるが、申立期間は経済的に余裕

があり保険料を納付していたので、未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市及びＢ市が保存する申立人の国民年金被保険者名簿（以下「名簿」とい

う。）を見ると、Ｂ市の名簿の備考欄には昭和 58 年度と 59 年度について、申

立人の保険料が未納であったことから、申立人について保険料の未納実態調査

が実施されたことが記録されている。 

また、Ｂ市の名簿では、申立人は昭和 59 年１月 27 日を異動日として 59 年

９月 13 日にＢ市からＡ市へ職権で転出処理され、Ａ市の名簿でも 59 年１月

27 日にＢ市から職権で転入処理されている。この転出入処理は前述の未納実

態調査の結果により行われたものと推認され、これらのことから、申立人は少

なくとも納付記録の無い58年４月から職権による転出処理がされた59年９月

まで、その当時、住民票があったＢ市Ｃ区には居住していなかったと推認され



る。このため、少なくとも、58 年４月から 59 年９月までについては、市役所

から保険料納付書が送付され、これにより保険料を納付したとする申立人の主

張は認め難い。 

さらに、Ａ市の申立人の名簿を見ると、申立人は前述した昭和 59 年１月 27

日を異動日とする職権転入後、61 年６月 12 日に再度、Ｂ市Ｃ区へ転出してい

るが、名簿にはこの期間の保険料納付の記録は無く、加えて、Ｂ市が作成した

国民年金保険料納付データ（記号番号順）にも、申立人がＢ市Ｃ区へ転入した

61 年６月からデータが保存されている平成８年 12 月まで、申立人の納付記録

は無い。これらのことから、仮に申立人が保険料を納付していたとしても、Ａ

市及びＢ市において約 14 年間にわたって申立人の納付が記録されないことは

考え難い。 

その上、申立期間について、申立人は１年以上遅れて保険料を納付した記憶

は無いとしていることから、申立人が申立期間について、順次過年度納付して

いたとも考え難い。 

このほか、申立人の申立期間以後の期間である平成９年１月から厚生年金保

険に加入する 10 年 10 月までの保険料も未納であり、申立期間について保険料

を納付していると仮定したならば、この期間についても納付するのが一般的で

あると考えられることから、申立人の申立内容は不自然である。 

そのほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書、家計簿等）は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番

号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1055 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年４月から 43 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年４月から 43 年３月まで 

    私は、昭和 40 年２月に結婚するまで、Ａ市の店に住み込みで勤務してい

た。私の結婚前の国民年金保険料は、この時の勤務先の店主が納付してくれ

ていたと思う。その後、結婚と同時に独立してＢ市へ転居したが、それから

の国民年金保険料は、私の店に営業で来ていた信用金庫か農協の職員に、私

が夫婦二人分を納付していた。納付していた金額は一人毎月 100 円から 300

円ぐらいだったと記憶している。このため、申立期間について、妻は納付済

みとなっているのに私だけが未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の国民年金手帳記号番号について 

申立人には国民年金手帳記号番号（以下、この項で「番号」という。）が

二つ払い出されており、一つはＡ市で昭和 36 年 10 月 10 日に払い出され、

35 年 10 月１日（同日から 36 年３月 31 日までは適用準備期間であり保険料

納付の必要は無い。）を資格取得日として強制加入となっている。 

また、この番号は資格喪失日が 38 年４月１日となっており、納付記録は

昭和 36 年度及び 37 年度共に申請免除となっている。この番号の国民年金被

保険者台帳は社会保険庁に保存されていないが、Ａ市が作成した国民年金被

保険者名簿は存在している。 

さらに、この番号は平成 20 年３月に後述する番号へ記録が統合されてい

る。 

もう一つの番号は、婚姻後、Ｂ市で昭和 43 年９月 26 日に払い出され、42

年４月１日を資格取得日として強制加入となっている。 

加えて、これらの番号以外に、申立人に別の番号が払い出されたことをう



かがわせる事情は見当たらない。 

２ 申立期間のうち昭和 38 年４月から 40 年１月までについて 

申立人は、申立期間のうち、婚姻前である昭和 38 年４月から 40 年１月ま

で（以下、「申立期間①」という。）の国民年金保険料の納付に関与してお

らず、元勤務先店主は既に死亡していることから、申立期間①当時の納付状

況について確認することはできない。 

また、元勤務先店主の年金記録を確認したところ、申立期間①を含む昭和

36 年４月から 40 年１月までについて納付済みとなっているものの、申立人

の昭和 36 年度及び 37 年度は申請免除となっていることから、元勤務先店主

が納付してくれていたと思うとする申立人の主張とは異なっている。 

さらに、申立期間①の始期である昭和 38 年４月１日に申立人は資格喪失

している。この日以降について、申立人は国民年金の適用除外要件に該当し

ていないと推認されるため、この資格喪失の意味は不明であるものの、申立

期間①について、申立人は国民年金に加入していないこととなる。これらの

ことから、申立人の元勤務先店主が申立人の申立期間①の国民年金保険料を

納付したとは考え難い。 

３ 申立期間のうち昭和 40 年２月から 43 年３月までについて 

申立人は婚姻後の昭和 40 年２月から 43 年３月まで（以下、「申立期間②」

という。）について、申立人が夫婦二人分の国民年金保険料を併せて納付し

たと主張しているが、１で述べたとおり、申立人は婚姻後について 42 年４

月１日に資格取得しており、申立期間①とそれに続く申立期間②のうち 40

年２月から 42 年３月までの連続する４年間について国民年金へ加入してい

ないこととなるため、申立期間②のうち、申立人が 40 年２月から 42 年３月

までの国民年金保険料を納付したとは認め難い。 

また、Ｂ市が作成した申立人の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人の

昭和 42 年度分の保険料は未納となっており、申立人へ国民年金手帳記号番

号が払い出された 43 年度は 43 年４月から同年 10 月までを同年 11 月 20 日

に、同年 11 月から 44 年３月までを同年２月 17 日に納付したことが確認で

きる。 

一方、申立人の妻の国民年金被保険者名簿を見ると、昭和 42 年４月から

同年７月までを同年４月 20 日、同年７月から同年９月までを同年７月 14

日、同年 10 月から同年 12 月までを同年 10 月 12 日、43 年１月から同年３

月までを同年１月 12 日、同年４月から同年７月までを同年７月３日、同年

７月から同年９月までを同年 10 月２日、同年 10 月から同年 12 月までを 44

年１月７日、同年１月から同年３月までを同年１月 14 日にそれぞれ納付し

ていることが確認でき、申立期間②のうち、42 年４月から 43 年３月までに

ついて、申立人とその妻が同一日に現年度納付したとは認め難い。 

さらに、 Ｂ市へ申立期間②当時の現年度保険料収納方法について照会し



たところ、当時、３か月ごとの印紙検認方式であったことが確認され、店に

来訪した金融機関へ納付していたとする申立人の主張とは一致しない。 

加えて、申立期間②のうち、昭和 42 年度については申立人の国民年金手

帳記号番号払出日から過年度納付が可能であるが、申立人にはその記憶が無

いことから、これも認め難い。 

その上、申立期間②について、申立人の妻から申立期間②当時の納付状況

を聴取しようとしたが、その妻は、国民年金保険料の納付について関与して

いないことを理由に聴取に応じない上、申立人が申立期間②の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（確定申告書、家計簿等）も無い。 

４ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



愛知国民年金 事案 1056 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36 年８月から 37 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年８月から 37 年 12 月まで 

    はっきりした記憶は無いものの、私は、昭和 36 年８月の国民年金資格取

得時から保険料をＡ市農協での口座振替で納付していたはずである。当時、

Ａ市では 20 歳になれば自動的に国民年金へ加入し、保険料を納付すること

になっていたはずである。申立期間の保険料を納付したことを示すものは火

災で焼失してしまったが、申立期間について未納となっていることに納得が

いかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は国民年金加入手続について、申立人が居住するＡ市では 20 歳で自

動的に手続が行われたと主張しているが、申立期間当時は制度上、国民年金被

保険者資格を取得するには加入届出が必要であった。 

また、申立人は、申立期間の保険料納付方法について、はっきりした記憶は

無いものの、Ａ市農協での口座振替だったと主張している。これについても、

Ａ市へ照会したところ、Ａ市では申立期間当時、３か月ごとの納付書による納

付であり、納付先も納税組合か市役所内の金融機関であったと回答している。

このため、申立人の主張と、申立期間当時の加入手続方法や納付方法が異なる

ことから、申立人のこれらの記憶は曖昧
あいまい

である。 

さらに、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和

39 年 12 月に夫婦連番で払い出されており、このころに申立人は国民年金加入

手続を行ったものとみられる。このことから、申立期間当時において申立人は

国民年金に加入していないこととなり、申立人が申立期間の保険料を現年度納

付していたとは考え難い。 



加えて、申立人の国民年金手帳記号番号払出日を基準とすると、申立期間の

うち昭和36年８月から37年９月までの保険料は時効により納付できないこと

となる。 

その上、申立期間の残りの昭和 37 年 10 月から同年 12 月までの保険料は過

年度納付が可能であるが、前述のとおり申立人の申立期間当時の保険料納付に

関する記憶は曖昧
あいまい

であり、同時に加入手続を行ったとみられる申立人の妻も

38 年１月以降の期間が納付済みとなっているなど、申立人が 37 年 10 月から

同年 12 月までの保険料を過年度納付したことをうかがわせる事情は見いだせ

ない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無い上、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1057 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年７月から 41 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年７月から 41 年３月まで 

    申立期間当時、Ａ市Ｂ区において住み込みで仕事をしており、雇用主から

国民年金に入るよう勧められて加入した。保険料は雇用主が給与から天引き

して、納付していたと記憶している。 

申立期間中は転職もせず勤めていたので、保険料納付は欠かすことは無か

ったと思う。 

このため、申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、当初、保険料は雇用主が給与から天引きして納付し、その納付方

法について記憶は無いと説明していたが、後日、申立人自身が納付していたよ

うな気もすると説明を変えている。 

また、社会保険庁の記録によれば、申立人の国民年金手帳記号番号の払出し

は昭和38年12月であり、この時点で国民年金手帳が発行されたはずであるが、

申立人は現在所持している 41 年４月発行の国民年金手帳以外に国民年金手帳

があったかどうか記憶に無いとしている等、申立人の当時の状況に関する記憶

は曖昧
あいまい

であり、申立人が申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

さらに、申立期間当時の雇用主夫婦に当時の状況を聴取したところ、申立期

間を含め申立人が住み込みをしていた期間の国民年金保険料については、給与

からの天引きはしていないとしており、申立人の記憶と相違している。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（給与明細書等）は無く、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された



ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。



愛知国民年金 事案 1058 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37 年４月から 44 年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年４月から 44 年３月まで 

    時期の記憶は全く無いが、国民年金の確認のためＡ市Ｂ区役所へ行ったと

ころ、職員から「最初の一回のみ納付されているが、あとはすべて未納であ

る。」と言われた。 

また、その時に、今なら 10 年間さかのぼって納付することができるとも

言われた。このため、その時に納付月数は分からないが、金額の感覚として

10 万円ぐらいをさかのぼってＢ区役所で納付した記憶がある。このため、

申立期間が未納となっていることに納得がいかない。 

なお、納付した当時は義父が自営しており、義父と同居して自営を手伝っ

ていた。このため、夫の保険料は義父に任せており、私の保険料のみを納付

した。その後、夫と一緒に保険料を納付するようになった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が区役所職員から 10 年分の保険料をさかのぼって納付することがで

きると言われたことや、申立人の国民年金手帳記号番号の払出しが昭和 42 年

３月であることから、申立人は第１回特例納付（実施期間は昭和 45 年７月か

ら 47 年６月まで）により申立期間の保険料を納付したと主張しているものと

考えられる。 

しかし、申立人が区役所職員から「最初の一回のみ納付されている。」と言

われたとする、その納付されていた期間についての申立人の記憶は無い上、申

立期間の保険料納付時期及び納付額に関する記憶も極めて曖昧
あいまい

であることか

ら、申立人が申立期間の保険料を納付したとする当時の状況は全く不明である。 

また、申立人は申立期間の保険料をＡ市Ｂ区役所で納付したと主張している



が、申立人が納付したとする当時、Ａ市では特例納付の保険料は取り扱ってい

なかったことから、申立人の主張とは相違する。 

さらに、申立人には、昭和 42 年３月払出しの国民年金手帳記号番号とは別

の国民年金手帳記号番号が 37 年７月に婚姻前の住所地であるＣ市Ｄ区で払い

出されているものの、削除処理がされており、保険料の納付に使用された形跡

はうかがわれず、これらの国民年金手帳記号番号以外に、申立人に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無い上、申立人が申立期間の保険料を納付したことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知厚生年金 事案 892 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 54 年５月 29 日から同年６月まで 

    私は、昭和 40 年９月１日からＡ社で瓦の製造作業をしていた。昭和 53

年 10 月ごろ、痛めた腰が悪化して仕事を休むようになったが、保険料は息

子に 54 年６月まで肩代わりしてもらって支払っていた。申立期間も支払っ

ていたので、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、平成 13 年 12 月 31 日に全喪しており、当時の事業主や事務担当者

は、既に亡くなっているため、証言を得ることができない。 

また、申立人の厚生年金保険の加入記録は、昭和 54 年５月 29 日に喪失して

いるが、雇用保険はそれ以前の同年５月 27 日に離職しているところ、事務担

当者が、厚生年金保険の資格喪失日が同年６月１日であるところを誤って３日

前の日付で届け出ることは考え難く、当該事実をうかがわせる周辺事情や関連

資料は見当たらない。 

さらに、申立人は、腰痛のため会社を休むようになり、その休職期間中に、

老齢年金を受給するために必要な書類を会社へ取りに行った際、退職する旨伝

えたと証言しているものの、その具体的な時期等については覚えていない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が、厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 893 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年 10 月から 35 年９月まで 

    申立期間はＡ社に勤務しており、工場内での製品運搬や港までの運搬の仕

事等をしていた。勤務時間は午前８時から午後５時までで、休みは日曜日だ

った。日給月給の給与から厚生年金保険料を控除されていた記憶は無いが、

申立期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に勤務していた同僚の証言及び当時の勤務実態に関する申立人の申立

内容から判断して、申立人は、申立期間に同社に勤務していたと認められる。 

しかしながら、Ａ社は、社会保険事務所の記録から、申立期間当時、厚生年

金保険の適用事業所であったことは確認できるものの、Ａ社が保存する従業員

台帳に申立人の名前は無く、申立てに係る事実を確認できる関連資料等は無い。 

また、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を控除されていたか否かに

ついての明確な記憶が無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 894 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33 年９月から 34 年７月まで 

    社会保険事務所に年金記録照会をしたところ、Ａ社で勤務していた期間に

ついて、厚生年金保険の加入記録が無い旨の回答があった。 

申立期間にＡ社に勤務していたことは事実であり、当該期間を厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における申立人の同僚の証言から判断して、申立人が同社に勤務してい

たことは推認できる。 

しかしながら、Ａ社は、申立期間当時の関連資料を保存しておらず、当時の

事務担当者も既に亡くなっていることから、同社における申立人の勤務実態、

厚生年金保険料の控除の有無、及び同社が申立人の厚生年金保険被保険者資格

の取得に関する届出を申立てどおりに行ったか否かを確認することができな

い。 

また、申立人が同室だったと証言している者も含め、申立人が同時期に勤務

したとしている同僚の中に、厚生年金保険の被保険者記録の無い者が見られる

ことから、事業主は、一部の従業員について厚生年金保険の加入手続を行わな

かったものと考えられる。 

加えて、社会保険事務所が保管するＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の申立期間における健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 895 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26 年５月 31 日から 30 年４月１日まで 

    Ａ社における厚生年金保険の加入期間は、社会保険庁の記録では昭和 30

年４月１日から 32 年３月 21 日までとされているが、Ａ社には 26 年５月ご

ろ入社したはずなので、申立期間にも厚生年金保険の被保険者であったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる関連資料等は無く、保険料控除に係る申立人の記憶も

曖昧
あいまい

である。 

また、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 30 年４月１日で

あり、申立期間については厚生年金保険の適用事業所ではなかったことが確認

できる。 

さらに、Ａ社は昭和 32 年３月 21 日に全喪しているため、申立人の在籍記録

及び厚生年金保険加入記録は確認できない。 

加えて、昭和 28 年１月ごろに入社したと証言しているＡ社の同僚は、申立

人と同じく、新たに厚生年金保険の適用事業所となった 30 年４月１日に厚生

年金保険被保険者資格を取得している。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関係資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 896 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 27 年１月１日から 29 年１月５日まで 

             ② 昭和 35 年１月 21 日から 36 年１月４日まで 

    申立期間については、厚生年金に加入していた事実があり実際に勤務して

いたので厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたことを確

認できる関連資料等は無い。 

申立期間①について、社会保険事務所保管のＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によれば、昭和29年１月５日から厚生年金保険被保険者記録が

認められるものの、申立期間①においては申立人の名前は無く、健康保険整理

番号の欠番も無い。 

なお、申立人は厚生年金保険に加入し、昭和23年から28年まで社会保険料を

Ｂ社会保険事務所へ納付していた証左として、事業主の遺族からの証明書を提

出しているが、Ａ社は昭和27年１月１日に厚生年金保険の適用事業所となって

おり、同日以前の保険料は納付することができない上、事業主の遺族によれば、

「申立期間①について、厚生年金保険料を申立人の給与から控除していたこと

を確認できる資料は無い。」との回答である。 

さらに、同僚のＣ氏によれば、「当時の記憶は無い。」との証言で周辺事情を

調査することができない。 

申立期間②について、社会保険事務所保管のＤ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿によれば、昭和36年１月４日から厚生年金保険被保険者記録が

認められるものの、申立期間②においては申立人の名前は無く、健康保険整理

番号の欠番も無い。 

また、Ｄ社によれば、「申立人が勤務していたことは間違いないと思うが、



これを証明できる資料は無い。」との回答である。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 897 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23 年４月１日から 24 年１月１日まで 

             ② 昭和 25 年６月１日から 27 年 11 月 30 日まで 

    私は、昭和 23 年４月から 28 年６月までＡ社に継続して勤務していた。主

に外交員をしており、昭和 25 年６月に上司のＢ氏、同僚のＣ氏と共にＤ支

店に転勤した。転勤が多かったので期間の短いところはあきらめているが、

Ｅ支店とＤ支店については、集合写真もあるので、厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出を受けた写真から、申立人がＡ社Ｄ支店に勤務していたこと

は推認できる。 

しかし、申立人が事業主により給与から厚生年金保険料を控除されていたこ

とを確認できる関連資料等は無い。 

また、申立期間①について、社会保険事務所におけるＡ社Ｅ支店の健康保険

厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立人の名前は無い上、申立期間②につ

いても、同社Ｄ支店の被保険者名簿に、申立人の名前は無く、健康保険整理番

号の欠番も無い。 

さらに、Ａ社の在籍及び厚生年金保険加入に係る記録はいずれも廃棄済みで

確認できない上、同社によれば、「当時、外交員は厚生年金保険の加入に差異

があった。」としており、当時、同社では社員のすべてを厚生年金保険に加入

させていたわけではないことが推認される。 

加えて、上司のＢ氏はＥ支店及びＤ支店に、同僚のＣ氏はＤ支店に、厚生年

金保険被保険者記録が認められるものの、両名はすでに死亡しており、周辺事

情を調査することができない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 898 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保 

  険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38 年１月ごろから 40 年 12 月末ごろまで 

             ② 昭和 41 年１月ごろから 42 年３月ごろまで 

昭和 38 年から 39 年ころ、Ａ社に入社し、１、２年後、Ｂ所長を頭として

12 から 13 名の運転手がＣ社に異動した。上司として、Ｄ氏、Ｅ氏、同僚と

して、Ｆ氏、Ｇ氏、Ｈ氏、Ｉ氏、Ｊ氏等について記憶がある。 

記憶では、その当時、社会保険に加入していたつもりである。 

もし、Ａ社に社会保険加入者がいなければ問題は無いが、そうでない場合、

私が抜けている訳は無いと考えるので、再度調査をお願いしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が、申立期間①及び②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料等は無い。 

申立期間①について、当時の上司のＤ氏によれば、申立人が提出した写真等

により申立人がＡ社に勤務していたと証言するものの、社会保険事務所におけ

る同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立期間に申立人の名

前は無く、健康保険整理番号の欠番も無い。 

また、Ａ社によれば、「当時の資料が無く、申立人が在籍していたか不明。」

との回答で、申立人の在籍が確認できない。 

さらに、申立人と同時に入社したＩ氏及びＡ社の事務担当者のＫ氏は連絡先

不明で、周辺事情を調査することができない。 

申立期間②について、社会保険事務所におけるＣ社の健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によれば、申立期間に申立人の名前は無く、健康保険整理番号の

欠番も無い上、同社は、昭和 60 年 12 月 21 日に全喪、61 年６月 10 日に解散

しており、申立人の在籍記録及び厚生年金保険加入に係る記録は、いずれも確



認できない。 

また、Ｄ氏によれば、「Ｃ社の所長は、Ｌ社から派遣されていたＥ氏ではな

く、Ｍ氏で、事務担当者はＮ氏である。」とのことであるが、Ｅ氏は苗字のみ

で同人の特定ができず、Ｍ氏は既に死亡しており、Ｎ氏は申立人についての記

憶が無く周辺事情を調査することができない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関係資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 899 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 29 年 11 月から 36 年６月まで 

    私は、中学校の同級生から誘いを受け、Ａ社に入社した。２回目にＡ社に

入社した際の被保険者記録はあるものの、１回目に入社したときの被保険者

記録が無い。 

給与から厚生年金保険料が控除されていたと思うので、申立期間について

厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が記憶している同僚からの証言等により、申立人が申立期間にＡ社で

勤務していたことは推認できるものの、申立人が、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを推認できる関連資料等は無い。 

また、社会保険事務所におけるＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

は、同社が新規適用事業所となった昭和 29 年６月１日から申立人が再入社し

た 37 年４月１日までの間に申立人の名前は無く、社会保険事務所の事務処理

に不自然な点は認められない。 

さらに、Ａ社によれば、「申立期間の在籍記録、賃金台帳及び厚生年金保険

に係る記録は廃棄済みでいずれも確認できない。」としており、保険料控除等

の確認ができない。 

加えて、申立てに係る同僚２名は死亡しており、周辺事情を調査することが

できない上、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案 900 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 22 年５月から 23 年５月１日まで 

    私は、昭和 22 年５月から 27 年１月末日まで継続してＡ社Ｂ出張所に勤務

していた。厚生年金保険料を給与から控除されていたと証明できるものは無

いが、給与から保険料が控除されていたと思うので、厚生年金保険の被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、Ａ社Ｂ出張所は申立期間直後の昭和23年５

月１日に厚生年金保険の適用事業所となり、申立期間当時は適用事業所ではな

かったことが確認できる。 

また、Ａ社の各支店の厚生年金保険適用開始時期も、いずれも昭和23年５月

１日と同日又はそれよりも後となっており、申立人がＢ出張所以外の支店にお

いて厚生年金保険の被保険者であったとも認められない。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた事

実を確認できる関連資料は無く、このほか、申立てに係る事実をうかがわせる

関連資料及び周辺事情も無い。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 901 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34 年ごろから 36 年ごろまで 

    私は、昭和 34 年ごろから 36 年ごろまで、Ａ社で水道工事の仕事をしてい

た。同社では、健康保険証をもらった記憶があり、厚生年金保険料が控除さ

れていた覚えもあるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録によると、申立ての事業所は、昭和29年８月７日から

31年10月26日までの期間及び51年５月１日以降、現在まで厚生年金保険の適用

事業所となっており、申立期間当時は適用事業所ではなかったことが確認でき

るとともに、申立人は35年９月１日から36年３月29日までは別の事業所におけ

る厚生年金保険被保険者であったことが確認できる。 

また、Ａ社が１回目の厚生年金保険の適用事業所であった昭和29年８月７日

から31年10月26日までの間に同社において資格取得した同社の前社長を含む

７人についても、申立期間に係る厚生年金保険の加入記録は無い。 

さらに、申立人が、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる関連資料は無い上、Ａ社には申立期間の人事

記録等は残っておらず、当時の状況を確認することはできない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 902 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34 年４月ごろから 36 年４月１日まで 

             ② 昭和 42 年３月 31 日から 56 年 12 月まで 

    私は、昭和 34 年４月ごろにＡ社に入社し、約 20 年勤務したが、厚生年金

保険の記録は、36 年４月１日から 42 年３月 31 日までしかないので、申立

期間について厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所の記録によると、申立ての事業所は、

昭和35年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間①の一

部は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、社会保険事務所が保管している申立人に係る厚生年金保険被保険者台

帳記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の資格取得

日は、いずれの記録も昭和36年４月１日であるとともに、払出時期は同年５月

10日であることが確認でき、社会保険事務所の記録に不自然な状況は見当たら

ない。 

さらに、社会保険事務所が保管している申立期間に係るＡ社の厚生年金保険

被保険者原票に申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番も無い。 

申立期間②について、申立人は昭和44年４月４日から平成20年４月２日まで

Ｂ市における国民健康保険の加入記録があるとともに、社会保険事務所の記録

によると、申立人は47年８月19日から52年８月１日までＣ社の事業主であった

ことが確認できる。 

また、社会保険事務所の記録によると、申立人の妻は昭和42年５月から47

年７月までの期間及び52年８月から平成３年12月までの期間は国民年金に加

入し、国民年金保険料を納付するとともに、申立人がＣ社の事業主であった47



年８月から52年７月までは同事業所における厚生年金保険の被保険者であっ

たことが確認できる。 

このほか、申立期間①及び②について、申立人が事業主により厚生年金保険

料を給与から控除されていた事実を確認できる関連資料は無く、このほか、申

立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 903 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 43 年２月１日から同年５月８日まで 

             ② 昭和 43 年 10 月１日から同年 12 月１日まで 

             ③ 昭和 43 年 12 月 20 日から 44 年１月 17 日まで 

             ④ 昭和 44 年 12 月 30 日から 45 年１月 30 日まで 

             ⑤ 昭和 53 年８月１日から同年 12 月 15 日まで 

私は、Ａ社に昭和43年２月１日から同年11月末日まで勤務していたが、厚

生年金保険の加入記録は43年５月８日から同年10月１日までとなっている。 

また、Ｂ社に昭和43年12月20日から45年１月30日まで勤務していたが、加

入記録は、44年１月17日から同年12月30日までとなっており、いずれも、資

格取得時期及び資格喪失時期が違っている。 

さらに、Ｃ社には、昭和53年８月１日から54年４月１日まで勤務していた

が、加入記録は53年12月15日から54年４月１日までとなっており、資格取得

時期が違っている。 

私は、給与の締め日を確認し、満額１か月分が出るように働いていたし、

各会社に確認したところ、給料を支払った時点で保険料を控除していたとの

ことである。各会社に保管してある私の履歴書の期間と、年金特別便との期

間に違いがあるので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、社会保険事務所が保管している厚生年金保険被保険者

記号番号払出簿及び厚生年金保険被保険者原票によると、申立人の資格取得日

は、いずれの記録も昭和43年５月８日であることが確認でき、社会保険事務所

の記録に不自然な状況は見当たらない。 



また、申立期間①及び②について、雇用保険の記録によると、申立人は申立

期間①及び②に係る事業所において、昭和43年５月８日に資格取得し、同年９

月30日に離職していることが確認でき、この記録は厚生年金保険の資格得喪日

と符合している。 

さらに、Ａ社には申立期間①及び②当時の関係書類は保管されておらず、申

立てに係る事実関係を確認することはできない。 

申立期間③及び④について、Ｂ社が保管している社員名簿及び被保険者資格

喪失確認通知書の写しによると、申立人の資格取得日及び資格喪失日は社会保

険庁の記録どおりであることが確認できる。 

また、雇用保険の記録においても、申立人は申立期間③及び④に係る事業所

において、昭和44年１月17日に資格取得し、同年12月29日に離職していること

が確認でき、この記録は厚生年金保険の資格得喪日と符合している。 

申立期間⑤について、社会保険事務所が保管している申立期間⑤に係るＣ社

の厚生年金保険被保険者名簿に申立人の名前は無く、健康保険整理番号に欠番

も無い。 

また、Ｃ社はＤ社に吸収合併され、申立期間⑤当時の関係書類は保管されて

いないが、Ｃ社経営者の親族である現在のＤ社Ｅ支店長は、「当時は、入社し

てもすぐに辞める社員が多かったため、入社してもしばらくの間は厚生年金保

険の加入手続を行わず、様子を見ることが一般的であった。」と証言している。 

このほか、申立人が申立期間①、②、③、④及び⑤に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料は無く、ほか

に申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 904 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39 年８月から 40 年１月まで 

             ② 昭和 41 年８月から 42 年２月まで 

私は、申立期間①についてはＡ社に、申立期間②についてはＢ社に勤務し、

いずれの事業所でも健康保険証をもらっていた。 

当時の給与明細書等、厚生年金保険料の控除を証明できるものは残ってい

ないが、これらの事業所に勤務していたことは間違いないので、申立期間に

ついて厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社は、これまで厚生年金保険には加入したことは無

いとしているところ、社会保険事務所の記録によると、申立ての事業所は、厚

生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

申立期間②について、社会保険事務所の記録によると、Ｂ社は、申立期間の

約１年後の昭和43年２月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立

期間当時は適用事業所ではなかったことが確認できる。 

また、申立期間①及び②について、申立人が事業主により申立期間に係る厚

生年金保険料を給与から控除されていたことを確認できる関連資料は無く、ほ

かに申立てに係る事実をうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら申立内容及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 905 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年３月 12 日から 42 年５月 21 日まで 

    昭和 40 年３月から 42 年５月までＡ社に勤務したが、退職後、脱退手当金

を受け取った覚えが無いので、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険資格喪失日から約３か月後の昭和42年８月11日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社の厚生年金保険被保険者原票において、申立人の資格喪失日前後

に資格喪失した女性51人のうち、受給資格者17人の脱退手当金の支給記録を確

認したところ、15人に脱退手当金の支給記録があり、全員が資格喪失日から３

か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、連絡が取れた同僚５人全

員が脱退手当金を受給したと証言していることを踏まえると、申立人について

もその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考

えられる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 906 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年６月 27 日から 48 年 10 月１日まで 

             ② 昭和 49 年１月 16 日から同年９月 21 日まで 

    社会保険事務所で確認したところ、昭和 41 年６月 27 日から 49 年９月 21

日にかけてＡ社及びＢ社に勤務していた期間について脱退手当金を受給し

ている旨の回答をもらったが、脱退手当金を受給した覚えは無いので、当該

期間について厚生年金保険の支給対象期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約６か月後の昭和 50 年

３月 19 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立期間の事業所を退職後、昭和 55 年３月に国民年金に加入するま

で年金制度には加入していないことについて、申立人は、「年金に対する関心

も無かった。」と回答しており、年金に対する意識が高かったとは考え難い上、

申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 907 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28 年４月９日から 32 年 12 月 26 日まで 

    年金記録を照会したところ、申立期間については脱退手当金を支給済みと

の回答であったが、Ａ社退職後に脱退手当金を受け取った記憶は無いので、

厚生年金保険の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に係る厚生

年金保険資格喪失日から約２か月後の昭和33年３月４日に支給決定されてい

るなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、Ａ社の厚生年金保険被保険者名簿において、申立人の資格喪失日前後

に資格喪失している女性34人のうち、受給資格者27人の脱退手当金の支給記録

を確認したところ、17人に脱退手当金の支給記録があり、このうち16人が資格

喪失日から約５か月以内に脱退手当金の支給決定がなされている上、当時は通

算年金制度創設前であったことを踏まえると、申立人についてもその委任に基

づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いものと考えられる。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 908 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年 10 月 13 日から 34 年４月１日まで 

    申立期間には厚生年金保険に加入していたが、脱退手当金を支給している

とのことであった。私は、脱退手当金を支給された記憶は無いので、申立期

間について厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務していた事業所の被保険者名簿の申立人が記載されているペ

ージとその前後のページに記載されている女性のうち、申立人の厚生年金保険

被保険者資格喪失日である昭和34年４月の前後２年以内に資格喪失した者16

人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、13 人に脱退手当金の支給記録

があり、その全員について資格喪失日から約４か月以内に脱退手当金の支給決

定がなされている上、当時は通算年金制度創設前であったことを踏まえると、

申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性

が高いものと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約２か月後の昭和 34 年６月９日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 909 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 16 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 32 年３月 30 日から 42 年２月 22 日まで 

    私は、脱退手当金を受け取っていないという確かな証拠は無いが、脱退手

当金を受け取った覚えが無いので、申立期間について厚生年金保険の被保険

者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記

されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額に計算上の誤りは無く、

申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約１か月後の昭和 42 年

３月 28 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえ

ない。 

また、申立人が勤務していた事業所の被保険者原票に記載されている女性の

うち、申立人の厚生年金保険資格喪失日である昭和 42 年２月の前後に資格喪

失した者 17 人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、うち 15 人が資格喪

失日から約６か月以内に脱退手当金の支給決定がなされていることを踏まえ

ると、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可

能性が高いものと考えられる。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 910 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 30 年４月１日から 34 年１月１日まで 

    私のＡ社で勤務した昭和 30 年４月１日から 34 年１月１日までの間が、脱

退手当金支給済となっているが、受け取ったことは無く、申立期間について

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人より１年前に資格喪失し、資格喪失日から４か月後に支給記録のある

同僚は、「会社の説明により脱退手当金を受給することを選択し、手続は会社

がしてくれて、お金をもらって帰った。」と証言していることから、申立人に

ついてもその委任に基づき事業主による代理請求がなされた可能性が高いも

のと考えられる。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間に

係る厚生年金保険資格喪失日から約４か月後の昭和34年４月24日に支給決定

されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 911 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年３月 28 日から 26 年４月 14 日まで 

             ② 昭和 26 年４月 15 日から 28 年６月３日まで 

             ③ 昭和 28 年６月３日から 32 年 10 月６日まで 

             ④ 昭和 32 年 12 月９日から 33 年６月 10 日まで 

    脱退手当金を受け取っていないという確たる証拠は無いが、受け取ってい

る記憶が無いため、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金を支給する場合、本来、過去のすべての厚生年金保険被保険者期

間をその計算の基礎とするところ、申立期間③の厚生年金保険記号番号が申立

期間①、②及び④の記号番号と異なっているにもかかわらず、支給された脱退

手当金は、申立期間①、②、③及び④のすべての期間をその計算の基礎として

おり、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を

受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、支給記録のある同僚（資格喪失日から６か月後に支給）によれば、

「会社から脱退手当金の説明を受け、退職時に脱退手当金を受給することを選

択し、自ら直接、社会保険事務所に脱退手当金の請求をし、受給した。」旨を

証言している。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立期

間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案 912 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 23 年４月１日から 32 年 12 月 15 日まで 

    社会保険事務所で申立期間について脱退手当金を受給したことになって

いると聞いた。受給した覚えが無いので、申立期間について厚生年金保険加

入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所保管の申立人に係る厚生年金保険被保険者名簿に、脱退手当

金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手

当金は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

また、申立人は、申立期間の事業所を退職後、昭和 48 年１月に国民年金に

加入するまで年金制度には加入しておらず、年金に対する意識が高かったとは

考え難い上、申立人から聴取しても申立内容以上の証言は得られず、ほかに脱

退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人が申立期間

に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


